
貸　借　対　照　表

(令和03年03月31日 現在)

株式会社FPC (単位：千円)

金 額 金 額

1,243,050 1,274,850 

現 金 701 270,811 

預 貯 金 1,242,349 1,004,039 

25,331 普 通 責 任 準 備 金 713,874 

土 地 14,893 異 常 危 険 準 備 金 290,165 

建 物 3,070 30,839 

その他の有形固定資産 7,368 74,045 

4,246 49,681 

ソ フ ト ウ ェ ア 4,246 7,149 

5,947 40,091 

58,853 1,170 

219,197 1,249 

未 収 金 203,110 24 

前 払 費 用 1,842 1,429,415 

仮 払 金 33 

そ の 他 の 資 産 14,212 63,000 

80,243 20,000 

102,000 20,000 

226,453 

226,453 

309,453 

309,453 

1,738,868 1,738,868 資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

供 託 金 資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

株 主 資 本 合 計

純 資 産 合 計

仮 受 金

負 債 合 計

( 純 資 産 の 部 )

資 本 金

繰 延 税 金 資 産 資 本 剰 余 金

そ の 他 資 産 預 り 金

支 払 備 金

責 任 準 備 金

有 形 固 定 資 産

代 理 店 借

再 保 険 借

無 形 固 定 資 産 そ の 他 負 債

未 払 法 人 税 等

代 理 店 貸 未 払 金

再 保 険 貸 未 払 費 用

科 目 科 目

( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 )

現 金 及 び 預 貯 金 保 険 契 約 準 備 金



損  益  計  算  書

(自 令和02年04月01日  至 令和03年03月31日)

株式会社FPC (単位：千円)

金 額

7,205 

66,604 

507 

法 人 税 等 合 計 3,512 

当 期 純 利 益 3,937 

税 引 前 当 期 純 利 益 7,449 

法 人 税 及 び 住 民 税 22,868 

法 人 税 等 調 整 額 △19,356 

税 金 7,063 

減 価 償 却 費 3,484 

経 常 利 益 7,449 

責 任 準 備 金 繰 入 額 164,199 

事 業 費 1,097,662 

営 業 費 及 び 一 般 管 理 費 1,087,115 

再 保 険 料 145,242 

責 任 準 備 金 等 繰 入 額 229,094 

支 払 備 金 繰 入 額 64,896 

保 険 金 等 支 払 金 1,171,141 

保 険 金 等 1,010,172 

解 約 返 戻 金 等 15,727 

利 息 及 び 配 当 金 等 収 入 12 

そ の 他 経 常 収 益 713 

経 常 費 用 2,497,897 

資 産 運 用 収 益 12 

科 目

経 常 収 益 2,505,347 

保 険 料 等 収 入 2,504,622 

保 険 料 2,430,305 

再 保 険 収 入 74,317 

回 収 再 保 険 金

再 保 険 手 数 料

再 保 険 返 戻 金



個別注記表

自 令和02年04年01日

至 令和03年03年31日

株式会社FPC

  １．この計算書類は、「中小企業の会計に関する指針」によって作成しています。

  ２．重要な会計方針に係る事項に関する注記

      （１）資産の評価基準及び評価方法

          ①棚卸資産の評価基準及び評価方法

              貯蔵品・・・最終仕入原価法を採用しています。

      （２）固定資産の減価償却の方法

          ①有形固定資産

              定率法（ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く。）は定額法）を

              採用しています。

          ②無形固定資産

              定額法を採用しています。

      （３）引当金の計上基準

          ①貸倒引当金

              債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権について法人税法の規定による法定繰入率

              （1000分の3）により計上するほか、個々の債権の回収可能性を勘案して計上しています。

      （４）その他計算書類の作成のための基本となる重要事項

          ①消費税等の会計処理

              消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

      （５）会計上の見積りに関する注記

　　　　　　会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、

　　　　　　翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。

繰延税金資産　　80,243千円

　　　　　　繰延税金資産は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によって見積っています。

　　　　　　当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があり、

　　　　　　実際に発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌事業年度の計算書類において、

　　　　　　繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。



  ３．貸借対照表に関する注記

      （１）有形固定資産の減価償却累計額　                        18,276 千円

      （２）支払備金の内訳

　普通支払備金 70,388 千円

　既発生未報告損害 233,894 千円

　　計 304,282 千円

　同上に係る出再支払備金 33,471 千円

　　差引 270,811 千円

      （３）責任準備金の内訳

　普通責任準備金 793,072 千円

　同上に係る出再普通責任準備金 79,199 千円

　　差引 713,874 千円

　異常危険準備金 290,165 千円

　　合計 1,004,039 千円

  ４．損益計算書に関する注記

主な収益及び費用に関する内訳

      （１）正味収入保険料

　保険料 2,430,305 千円

　再保険返戻金 507 千円

　　計 2,430,812 千円

　再保険料 145,242 千円

　解約返戻金等 15,727 千円

　　差引 2,269,843 千円

      （２）正味支払保険金

　保険金等 1,010,172 千円

　回収再保険金 7,205 千円

　　差引 1,002,967 千円

      （３）支払備金繰入額（△は戻入額）

　普通支払備金繰入額 22,049 千円

　既発生未報告損害繰入額 76,318 千円

　　計 98,367 千円

　同上に係る出再支払備金繰入額 33,471 千円

　　差引 64,896 千円

      （４）責任準備金繰入額（△は戻入額）

　普通責任準備金繰入額 175,307 千円

　同上に係る出再普通責任準備金繰入額 79,199 千円

　　差引 96,109 千円

　異常危険準備金繰入額 68,090 千円

　　合計 164,199 千円



  ５．株主資本等変動計算書に関する注記

      （１）当該事業年度の末日における発行済株式の数            2,520株

      （２）当該事業年度の末日における自己株式の数              　　-株

  ６．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　　　　繰延税金資産

異常危険準備金 81,130 千円

その他 1,369 千円

繰延税金資産小計 82,499 千円

評価性引当金 △18 千円

繰延税金資産合計 82,480 千円

　　　　繰延税金負債

保険積立金 △2,236 千円

繰延税金負債合計 △2,236 千円

繰延税金資産(純額) 80,243 千円

  ７．金融商品に関する注記

      （１）金融商品の状況に関する事項

　　　　　　当社は、関係法令及び諸規定を遵守するとともに、保険金等の支払を将来にわたり

　　　　　　確実に行うことができるよう資産運用を行う方針であります。

　　　　　　主な運用手段は預貯金等であり、内部規定に従って取引を行い、資産運用状況については、

　　　　　　四半期ごとの取締役会で確認しております。

      （２）金融商品の時価等に関する事項

　　　　　　貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：千円）

現金及び預貯金については、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

  ８．１株あたり情報に関する注記

１株当たり純資産額 　　　　　　122,798円64銭

１株当たり当期純利益金額 　　　1,562円40銭

以上

差額

-現金及び預貯金

貸借対照表計上額

1,243,050

時価

1,243,050


